
中東情勢対応緊急対策資金の
概要について

令和８年６月２９日（月）14：00～14：30
       お問合せ先：産業労働部 産業政策課 金融支援担当
（TEL：0952-25‐7093/FAX：0952-25-7270）
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資金名 中東情勢対応緊急対策資金（セーフティネット資金）

貸付対象
（条件を全
てを満たす）

中東情勢による原油価格高騰等の影響を受け、次に掲げる要件のいずれ
かに該当すること。
①最近3ヵ月間の月平均売上高が前年同期と比較して減少していること。
②最近3ヵ月間の月平均売上高総利益が前年同期と比較して減少して
いること。

③最近3ヵ月間の月平均売上高営業利益が前年同期と比較して減少し
ていること。

※最近3ヵ月間…最近1ヵ月の実績+その後2カ月の見込でも可

貸付限度額
３，000万円（月商の2カ月以内）
※協会の保証枠利用状況等によっては使えない場合がある

資金使途 運転資金

貸付期間 運転：１年（最長3年）

貸付利率 年１．３０％

保証料率 ０.20％

１ 中東情勢対応緊急対策資金の概要①
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資金名 中東情勢対応緊急対策資金（セーフティネット資金）

貸出形式 証書貸付 or 手形貸付

返済方法 期日一括返済（満期時に元金を一括返済、毎月利息のみ支払い）

必要書類
保証申込書、要件確認申請書（新）、直近2期の財務諸表、その他審査に必要な書類
※セーフティネット資金申込時に必要な事業計画書については提出不要
※更新時、要件確認申請書の提出は不要

受付期間 令和8年7月1日から令和9年3月31日

出口戦略
最長3年の継続後、返済が難しい場合は、県の経営改善資金等での借換を
可能とする。

中東情勢対応緊急対策資金の概要②

※本資金は経営支援貸付のセーフティネット資金に紐づく制度です。
このため、セーフティネット資金の融資限度額（80,000千円）を既に利用して
いる場合は、当該限度額の範囲内での利用となり、限度額を超えて本資金を利用
することはできません。

※本資金は、責任共有制度の対象となる融資です（金融機関負担20％）。
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要件確認申請書を添付予定



Q1.限度額の範囲内であれば、複数の金融機関からの受付が可能か？

→1事業者につき1口であり、複数銀行からの申込は不可。

Q2.平均月商10Mの事業者（限度額２０M）が10Mで融資実行。

その後、資金が不足するとして、20Mで再利用は可能か？

→期中（R8.7.1～R9.3.31）で合っても、資金の積み増しは不可。

Q3.他制度の借換は可能か？

→既往借入金の借換は不可。

Q4.受付期間の考え方は？

→R9.3.31までに保証協会が不備のない申込書が到着すること。

Q5. セーフティネット資金に紐づけかれるのであれば、SN認定が必要か？

→SN認定の取得は不要。

２ 制度創設に伴う想定事例
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